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は じ め に

わが国の椎茸生産は,戦 後ことに高度経済成長期以後,急 速な発展をとげた.最 近の農

林業就業者数の減少 とい う就業構造の変化のなかで,ひ とり椎茸生産農林家は増加 しつづ

け,1970年 には251,759戸(う ち乾椎茸の生産を主体にしている戸数81,181戸)を 数え

ている(表 一1).ま たこれに相応して椎茸生産量 も,こ の10年 間に乾椎茸で2.2倍,生

椎茸で7.5倍 と著しく伸びている(表 一2).

また,過 去5力 年間の地方別乾,生 椎茸の生産割合をみると表一3の 如 くで,乾 椎茸の

場合は,九 州地方が全国総生産量の約6割 と最も大きな比重を占め,椎 茸の主産地となっ

ている.

九州地方における椎茸の主産地形成は,そ の背景として,椎 茸の需給事情をいわば必要

条件 とし,椎 茸の受入条件,栽 培法の技術革新,椎 茸専門農協を主体とした経営の体質改

善,政 策のバ ックア ップなどを充分条件としながら進展してきているといえよう1).

しかしながら椎茸生産農林家の最近の動向をみると,椎 茸の生産構造は以前にもまして

複雑にな り,か つ多様化 してきている.具 体的には表一4に 示すとお り,農 業経済地帯区

1)吉 良今朝芳 ・塩谷勉:81回 林講 「椎茸の主産地形成(1)」p.13～15,1970年.



表一1禍 木所有規模別椎茸生産者数および原木仕込量

注)林 野庁林産課資料より作成した.

表一2椎 茸 生 産 量 の 推 移

注)林 野庁,林 業統計要覧(各 年次)よ り作成した.

表一一3過 去5力 年間の地方別乾,生 椎茸生産の割合比較(単 位%)

注)林 野庁:林 業統計要覧(各 年次)よ り作成した,



表一4椎 茸生産量の経済地帯別の推移

経 済 地 帯 区 分

総 数

都 市 近 郊

平 地 農 村

農 山 村

山 村

総 数

都 市 近 郊

平 地 農 村

農 山 村

山 村

総 数

都 市 近 郊

平 地 農 村

農 山 村

山 村

注)大 分県農林水産統計書から作成した.

分によって椎茸生産量の推移をみた場合,椎 茸の産地は,山 村か ら農山村へ,さ らに農山

村から平地農村へと外延的拡大の傾向がみ られる.ま たこれに伴 って椎茸を取 り入れる農

林家も年セ増加してきている現況である.こ うした椎茸主産地の広域化の傾向は,椎 茸の

生産構造をさらに複雑にしてきている.と くに旧製炭地帯における椎茸生産の展開は,そ

の展開が新しいだけに数多くの問題が生じてきているものと考えられ る.

そこで,わ れわれは,こ れらの旧製炭地帯における椎茸生産の構造と,そ の展開過程を

解明するため,か って 「大野木炭」の産地として有名であった大分県直入郡直入町を調査

の対象地に選定した.現 地調査では,ま ず町の全般的な概況調査をおこない,引 き続いて

椎茸の生産構造を明 らかにするため,性 格の異 った2つ の集落を選定し,全 戸戸別調査を

実施した.

この調査研究は塩谷勉教授を研究代表者とする 「大分県における椎茸主産地形成に関す

る研究」で,大 分県および大分県椎茸農業協同組合の協力のもとに,1970年 度からすすめ

られているものであ り,こ れはその成果の一部 である.

本調査を実施するにあたって,種 々御便宜を賜わった演習林長木梨謙吉,大 分県農地林

務部次長泥谷藤美,林 産課原田辰丙,大 分県椎茸農業協同組合長岐部光久,常 務理事有永

博,直 入町長甲斐斌をはじめ,現 地調査に御助力をいただいた林産課河室雄二郎技師並び

に本学助手森田紘一,林 学科学生三苫陽児(現 林野庁職員),辻 健治(同 左),さ らには積

極的に本調査に御協力いただいた役場の職員,地 元部落の農家の方々に,深 甚の謝意を表

する次第である.



1.大 分県 直入 町 の概況

1)農 林業生産の動向

(1)立 地 条 件

直入町は大分県の西南部,九 重連山の東山麓に開けた総面積8,430haの 農山村である.

地勢は北部の急峻地帯を除き,一一般に丘陵台地で,や や起伏があ り複雑な地形となって

いる.地 質は,北 部や北東部の高地帯は洪積世安山岩,南 部および南東部の広い地域は阿

蘇熔岩よりなり,中 間に岩塊,土 砂等を主 とする崖錐および扇状堆積が見 られる.

土壌は,火 山灰土および壌土,埴 壌土,埴 土か らな り局部的には肥沃地もあるが,一 般

には中庸である.

気象は,高 冷多雨で林木の生育に適し,年 平均気温15.8℃,年 降雨量2,000mm内 外,

常風は四季を通じて北風である.

町内には国道の数設はなく,県 道3路 線が通 り各線 ともバスの便はあるが,全 般的にみ

て道路の拡幅が遅れ,舗 装率が低い.そ の上林道密度も低 く,生 産物の搬入,搬 出に不便

な状況である.

(2)産 業経済の動向

1970年 の国勢調査によると,直 入町の総世帯数は1,061戸 で,産 業別割合は第1次 産業

53.5%,第2次 産業2.0%,第3次 産業40.0%,そ の他4・5%と なってお り・55年 に

対比して17%の 減少を示 している.ま た就業人口2,292人 での割合は第1次 産業が73・0

%,第2次 産業3.8%,第3次 産業23.2%で あ り,第1次 産業が過 半を占めているもの

の,年 々2.2%程 度が他産業へ流出している.

表一5土 地 利 用 形 態 別 面 積(ha)

注)世 界農林業センサスによる.

ま た土 地の利用状況 は表一5の とお りであ る.総 面積 の10%強 は耕 地で占め られ,な

かで も水田が7.1%を 占 めていて,1戸 当 り耕 地面積 は107aと な ってい る.こ れ は県平

均 の74aよ り広 く,水 田の面積 でも 直入町が81aと 県 平均 の約2倍 の規模 とな ってい

る.こ のため農業経営 の主体 はこれ まで主穀 中心 であ ったが,70年 代 には いる と米 の生産

調整 に よる減 反政 策で,米 の生産 は伸び なや んで いる.70年 の作 目別生産額は,米315,200

千 円,麦6,000千 円,そ さい43,990千 円,タ バ コ10,237千 円,養 蚕7,484千 円,畜 産

70,804千 円 で総 生産額の62%を 占 めてい る(表 一6).

農 家 戸数は,こ の10年 間 に約9%減 少 し,専 業農家,第1種 兼業農家が それぞれ減少



表一6産 業 別 生 産 額 の 動 向

注)大 分県農林水産統計年報,町 役場資料より作成

表一一7専 業兼業別農家戸数の推移

注)世 界農林業センサスによる.

して,第2種 兼業農家が約3割 に増加 し,こ こで も兼業化 の進 展がみ られ る(表 一7).ま

た就業 人口は2,292人 で,そ の うちの基幹 労働 力は1,422人 とな っていて,1戸 当 りの平

均基 幹労働力は1.8人 で あ る.

(3)林 業 生産 の動向

林 野面積は6,766haで 蓄 積 は255,000m3で あ る.総 面積8,430haに 対 す る比率は

80.2%で,こ の内訳は国有林261ha,公 有 林252ha,私 有 林6,253ha(92.4%)と な っ

てお り,国 有林,公 有林の 占め る割合は低い.私 有林の人工林率は39.5%で,し か も幼

図一1直 入 町 の 位 置



令木が多いため,土 地生産性は低位である.ま た近年の労働力流出化現象が林業の労働力

不足を顕在化し,労 賃の高騰に伴って除伐,間 伐などの保育に支障をきたしている.一 方

椎茸生産は全農林家の93.6%に あたる751戸 が導入し,そ の生産量も年毎に増加の傾向

を示 し,1970年 には103.9ト ンに達していて米と並ぶ所得源となっているが,し かし原木

の絶対数が不足ぎみであ り,原 木の生産対策に積極的な取 り組みがおこなわれている.ま

た木炭,薪 および竹材の生産は近年減少 し,一 部の生産にとどまり,自 家用程度である.

入会共有林野は 約1,209haに 及んでいたが,1969年 に生産森林組合の設立などを通 じ

て「所有権の近代化」について,一 部進展をみたものの,な お73集 団1,104ha程 度の入

会林野が残存 している.

施設森林組合は64年 に 長湯町森林組合が下竹田村森林組合を吸収合併して,直 入町森

林組合 と改称 した.現 在の組織及び事業の内容は表一8の とお りである.

表一8森 林 組 合 の 現 況

組合員所有森林面積

組 合 員 数

常 役 員

勤 職 員

払 込 済 出 資 金

労 務 班 数(員 数)

素 材 生 産

造 林

販 売

購 買

注)昭 和45年度直入町森林組合事業報告書から作成

2)製 炭と椎茸 との関連性

1955年 頃まで,山 村経済に定着していた木炭生産は,60年 前後から① 製炭需給構造の

図一2直 入町における椎茸並びに木炭の生産の推移



変化による市場の喪失 ② 製炭原木の鉱工業原料化によって,小 商品生産 としての木炭生

産が圧縮されつつある2'.直 入町における木炭生産の展開過程をみると図一2に 示すとお

りである.生 産のピークは全国的視点か らみた場合 と全 く同 じ傾向を示し,1957年 で,以

後急減して,現 在では年間2ト ン程度の生産量に落ち込んでいる,し かしここで注目すべ

きことは,こ の地方の場合,製 炭原木が鉱工業原料化の推転として実体化せず,樹 種,原

木価の点で,椎 茸原木への転換が有効に働いた点であろ う.

これは,大 分県における椎茸生産の展開が古 くか ら茸山師を中心に,県 内各地で盛んに

おこなわれていて,椎 茸原木の確保競争,競 買がおこなわれていたこと,こ れに加えて

55年を前後 して農民生産の定着と自営製炭者の椎茸生産の導入拡大などが,こ の原木確保

競争を激化させ,価 格の上昇に結果した.こ うして直入町における椎茸生産の始動期は,

図一2に みるごとく,ま さに戦後 とくに木炭生産の急減期にあたる60年 以降である.こ

れで椎茸が製炭の代替として農林家に新 しく導入されたと考えられ るのである.事 実後述

戸別調査の結果をみても,椎 茸の導入動機が製炭の代替であるとしている農林家が全体の

51%と 過半を占めていることからも明らかである.

3)椎 茸生産の構造

直入町は既述のとお り,自 然的(気 象)条 件は椎茸栽培に適していて,ま た原木条件も

クヌギを主体に面積2,359ha,蓄 積40,400m3,生 長量5,805m3と 大分県内では比較的

原木の豊富な地域である.

ところが,こ の町における椎茸生産の展開は,全 国的に農民生産が定着している55年

前後か ら5年 も経過した60年 の生産量をみても22.1ト ンとわずかであ り,本 格的な椎茸

生産の展開は,65年 以降とみることができよう.こ のように椎茸生産の展開がお くれた原

因は ① 永い間自営製炭が盛んであったこと,② 広大な土地の利用は開田を基軸に米作経

営が農家経済を支え,農 閑期の製炭がそれを補完していたこと,③ 椎茸栽培の技術導入

がおくれたことなどがあげられ る.し かし,そ の後木炭生産の衰退,米 作の停滞から農林

家経済は著しく圧迫される結果となった.

これ らの諸影響を強 くうけた農林家は,こ れまで細々と副業的におこなっていた椎茸栽

培を拡大 したため,生 産量は65年 以降急増 している.例 えば70年 を65年 と対比してみ

ると3.4倍 である.こ れは県平均が1.7倍 であるから,如 何にこの間著増しているかがわ

かる.

つぎに椎茸の生産構造を,ま ず担い手の椎茸生産規模についてみると,年 生産量100kg

以下の零細な生産者が71%(県 平均36%)と 圧倒的な比重を占めている.ま たこの町の

農民的椎茸生産の適正規模(500～1,500kg)に 達している農林家は9%程 度できわめて

少ない.従 って1戸 当 り生産量,仕 込量はそれぞれ138.3kg,11.2m3で,い ずれも県平

均を下廻っている.ま た1戸 当 り楕木保有量は50.5m3,種 駒使用量は29,800個 で,こ の

いずれも先進地に対比して小規模である3).

こうした規模の零細性は,一 般に原木の自給度に関連するが,こ の町の場合,原 木自給

率は84.4%と 高い.そ れでは一体何が原因であろ うか.結 論的にいえば原木林の所有形

2)赤 羽 武:山 村経 済 の解 体 と再 編P.137,1970年.

3)例 えば 宮 崎 県諸 塚村 の場 合1970年 の1戸 当 り指 標 は ① 生 産 量308.7kg,② 仕 込 量23.4m3,

③ 禍 木 保 有 量87.57m3,種 駒 使 用量56,100個 とな って い る.



表一9椎 茸の生産構造分析指標(1970年)

椎 茸 生 産 規 模

100kg以 下

100～300

300～500

500～700

700～1,000

1,000～1,500

1,500以 上

乾 椎 茸 生 産 量(t)

1戸 当 り生 産 量(kg)

原 木 仕 込 量(m3)

1戸 当 り仕 込 量(m3)

原 木 自 給 率(%)

1m3当 り 原 木 価(円)

椎茸原木の植栽状況

1966年(ha)

1967年(ha)

1968年(ha)

1969年(ha)

1970年(ha)

乾 燥 施 設(機)

回 転 式(機)

熱 風 式(機)

近 代 化 施 設

チ エ ン ソ ー(台)

集 材 機(台)

灌 水 施 設(式)

商 品 化 率(%)

椎 茸 農 協 加 入 率(%)

椎茸農協への販売率(%)

態が共有であることが多 く,立 木利用方法をみると,従 前は権利者の大部分が農閑期に製

炭を営んでいたため,こ れに分配されていた.そ れが駄目になると,事 情は一変して,こ

の原木を立木のまま売却していった.つ まり椎茸は富農作目といわれるように,自 営製炭

のごとく貧農層への導入が困難であ り,数 年先の収入を見込んで椎茸栽培をは じめ るより

むしろ当面の生活資金を得るため,立 木を他地域の椎茸業者に売却して,立 木代を取得す

るとい う過程をたどったのである.

直入町の全林野面積の28.4%(1,955ha)を 占める慣行共有林は大部分がクヌギ林で

ある.直 入町のクヌギの面積は70年 現在2,364haに 及び,全 林野面積の33%を 占めて

いて特徴的な森林構成 となっている.ま た現在でもクヌギ造林が積極的にすすめ られてい



る.し たがって外見上からみた場合,こ の町では椎茸生産に関する限 り,原 木確保の問題

は生 じていないようにみえるが,実 際にはその令級配置からみて3令 級以上の利用可能な

林分が少なく,む しろ不足しているといえよう.こ とに5年 前に対比して著しい減少を示

している.こ れはこの間共有林の原木が他町村の椎茸業者に買占められ,大 面積の伐出が

おこなわれたためである.こ こに町内の椎茸生産者が 小規模零細性 を打 破 できないでい

る,い ま1つ の理由がある.

以上要約すると,こ の町の場合,椎 茸生産の受入条件はあったが,よ り短期的な現金収

入源としての製炭,よ り安定的な米作の展開が先行していたこと,さ らには林野の所有構

造,と くに 慣行共有林の特徴的利用形態か ら,農 林家の椎茸生産の展開は 昭 和40年 代

(1965年)に はいって本格化 したものの,そ の規模はいまだ零細である.

椎茸の経営構造をみると,経 営形態は個人経営が主体で,共 同経営,共 同利用の形態は

少ない.立 地条件に恵まれたこの地域の楕木1m3当 り生産量は,4.35kgで,他 の主産地

に対比して多 くなっている.乾 燥機を含む近代化施設の普及度が高 く,さ らに1m3当 り

種駒使用量(2,653個)も 格段に多 く,経 営費に占める割合が高 くなっている.と くに乾

燥施設は,籾 乾燥機の転用利用が相当数み られる.商 品化率は96.0%で 県平均の96.5%

に似通 っている.

また流通構造をみ ると,系 統集荷販売を担当す る大分県椎茸農協への加入率 は58.3%

と低い.こ れは先にも指摘した ように零細な生産者が多数を占めているためである.し た

が って系統販売率は県平均77.0%を 下廻って61.0%と なっている.

2.To,Ya集 落 の実 態分 析

1)実 態調査の課題と方法

近年,燃 料革命による自営製炭の崩壊に伴 って,椎 茸生産の導入展開がみられるように

なったといわれるが,こ の実態については,未 だ本格的 な 調査事例の分析がみあた らな

い.そ こでわれわれは旧製炭地域の農林家の中でいかなる農民層が製炭から椎茸への転換

をはか りつつあるのか,ま たこうした地域構造の中における椎茸生産の形態あるいはその

技術的特質はなにか等々を明 らかにす る.具 体的には農林家の階層区分をおこない,労 働

力の存在形態,林 野所有構造などの関連において農家経済,山 村経済の中で椎茸生産がど

のように展開しているかを実証的に究明することを目的とする.

集落の選定は,共 有林,耕 地とくに水田の広狭,町 の中心部(湯 原)か らの距離などを

勘案してつぎのTo,Yaの2集 落を選定した.

町の中心部に最も近い位置にあるTo集 落は恒常的職員勤務者が多いが,し かし全戸数

21戸 の うち20戸 は農林家である.集 落は平坦な場所に位置し,1戸 当 り経営耕地面積は

比較的広いが,し かしクヌギの共有林は少ない.

一方,Ya集 落は町の中心部か ら約8km程 離れた奥地の山間に位置している.総 戸数

15戸のすべてが農林家である.椎 茸原木の豊富に存在する共有林は部落有林の52haを 含

めて,農 林家持株の慣行共有林が227haと 広大な面積に及んでいる.こ のため椎茸原木

林をもっとも多 く保有する集落となている.

以上のような異質の2集 落を抽出して,71年2月 中旬の1週 間,全 戸を対象にあ らかじ

め用意した戸別調査票を用いて聞き取 り調査を実施した.



表一10家 族 構 成 お よ び 労 働 力

注1)家 族構成は1971年2月1日 現在

2)作 業種目別労働日数は1970年1月 か ら12月の1力 年の分である.



この調査 結果は,ま ず農 家集団を農業 か ら離脱 また は複合経営形態 を とってい る兼業農

家群(b,c層)と,農 業 に踏み とどま っている専業農家群(a層)と に区分 した・ さ ら

に,前 者 の兼業農家群 を 「農業 の主従 関係」 で区分 し,農 業 を主 とす る第1種 兼業農家群

(b層)と 農業 を従 とす る第2種 兼業 農家群(c層)と に区分 して集計 した・ その結果 は

以下 の とお りであ る.

2)農 林 家の経 営概況

(1)家 族 構成 お よび労働 力

家族構成 は1戸 平 均4.5人 で,う ち生産労働 力は2.5人 で あ る.To-bが も っとも生産

労働 力に恵 まれ てい るが,一 方To-aが 逆 くに少 ない(表 一10参 照)・

これ は作業種 別労働投下量 に,そ の まま影響 してい る.す なわ ちTo-bが 延 べ506・7日

で最 も多 く,つ いでYa-bの480.2日 とな っていて,To-aが 最 も少 な く400・2日 であ

る.ま たa,b層 は 自営が主体 であ るのに対 して,To-cは 賃 労働 が63.8%と 過 半 を占

めてい る.

椎 茸 生産へ の労働投下 量の最 も多いのは,To-b(31.1%)とYa-a(35.0%)の 両 層

であ り,つ いでYa-b,To-aの 順 とな っていて,To-cが 最 も少 ない.こ の結果,こ こ

で も椎茸が富農作 目で ある とい うこ とが証明 され る.し か しなが ら椎茸労働投下量 が全体

の3分 の1程 度 であ り,耕 種農業へ の依存度 が依然 として高 い ことが うかがわれ る.

(2)種 目別収入割合

各 層別の種 目別収入割合 をみた ものが表一11で あ る.

表一11種 目 別 収 入 割 合

まず,総 体 的にみ ると町全体 の傾 向に似 通 っていて,耕 種農業(42.3%),椎 茸(40.2

%),賃 労 働(9.1%),畜 産(5.5%)な どの順 にな っていて,耕 種 農業 と椎茸 の ウエイ

トが高 い.つ ぎに各層別の特徴 は,To-aが 耕 種農業,To-cが 賃 労働 を,そ れ ぞれ 主体

としてい るのに対比 して,To-b,Ya-aは 次 第に椎茸 の 占め る割 合が高 まってきてい る.

また現在盛 んに行政 ベース で推進 されてい る畜産は,そ の比重が きわめて低 い.表 一10

と 表一11と を 対比 して労働投下量 と収入 の関係 をみ ると,椎 茸 が総体 的に優位 にあ るこ

とがわか る.

(3)農 業 経 営

調 査農家の階層別土 地所有 の状況 は,表 一12の とお りであ る.こ れを直入 町の1戸 当

り平均 と比較 してみ ると,To-a.b,Ya-aの 各 層で規模が大 き く,Ya-bが 平 均的で,To-c



表一12農 業 経 営 の 実 態

は6割 程度で小さい.

農業経営における雇用労働力への依存関係は農繁期を主体 として全層的に補充がみられ

るが,そ の度合は相対的に低い.

また水田の生産力は,平 坦部に位置するToが 高く,山 間部にあるYaは 当然低位であ

る.階 層別にはTo-aを 最高に,To-b,Ya-b,To-cの 順でYa-bが 最低である.

農業経営部門の現金収入はYa-aの928千 円を最高に,To-cが 最低であ り,階 層間の

格差が著 しい.ま た農業所得の家計費に占める割合はTo-bの86.7%を 最高に,To-c

の22.7%が 最 も低い.し かし平均的には現状でも家計費の4分 の3程 度が農業所得でま

かなわれている.

農業経営の面で今後力を入れたいとす る作 目で,椎 茸を取 り上げたものが68%と 総対

的に多い.例 えばTo-b,Ya-aが,そ れぞれ約8割 と圧倒的な比重を占めている.し か

しTo-aは 「現状維持」が約4割 あり,椎 茸については8戸 の うち2戸 が取 り上げている

とい った状態で,経 営意欲に乏しい.

農地規模の問題は 「現状維持」型が半数を占めているものの,規 模拡大希望 も27%と

かなりの比重である.

最後に農業経営の後継者問題にふれておくと,「あとをつがせたい」 と思 っている農家

は47%で 一番多い.し かし,「 や りたいようにさせ る」 といったあきらめ的な傾向(25

%)も 比較的多いことが注目される.

(4)林 業 経 営

林業の経営状況 は 表一13の とお りである.総 体的にみた場合山林の所有規模は零細で

あるが,Yaがa,b層 とも比較的大きい.な かでもクヌギの占める割合が2割 強であ り,

とくにTo-bは 約6割 と特徴的な性格がみられる.

最近の植林の状況は椎茸原木の不足しているToが クヌギ新植を,比 較的椎茸原木林の

豊富なYaは スギ,ヒ ノキの新植が多くなっている.

林業用機械の所有状況をみると,山 林の経営規模に対比して多 くの導入がみ られる.こ

れは椎茸生産に利用されるものが主体をなしているためである.

今後の林業経営については,多 くの農林家が,林 地をふやし(53%),ク ヌギ造林をす

すめて(64%),椎 茸生産の拡大を意図している.



表一13林 業 経 営 の 状 況

保 有

山 林

労 働 力

投 下 量

面 積(ha)

う ち ク ヌ ギ

家 族 労 働 力(人)

雇 用 労 働 力(人)

過去3力 年間の植林1

機 械 の
所 有

スギ ・ヒ ノキ(ha)

ク ヌ ギ(ha)

チ ェ ン ソ ー(台)

刈 払 機(台)

集 材 機(セ ッ ト)

注)平 均欄の()は 合計を示す.

図一3家 計費(1カ 月)

(5)家 計 費

この両集落の1カ 月平均家計

費は43,324円 であるが,椎 茸

生産規模の大きいTo-b,Ya-a

が平均家計費を大きく上廻 って

いる.そ の内容は教育,文 化費

の増大に結果している(図一3).

ところが,こ の経常的な家計費

のほかに家の改築や冠婚葬祭な

どの特別な支出が1戸 当り年間

333千 円余 りと多額にのぼって

いる.

3)椎 茸生産農家の実態分析

(1)椎 茸生産の導入時期と

動機

椎茸生産は 全調査農家 の92

%と ほとんどの農家に取 り入れ

られているが,こ の導入時期は

戦後で,そ れも55年 以降が70

%を 占め,な かでも65年 以降

に導入したものが21%を 占め

て い る.こ の特徴 は 上層農

(To-a)の 減反政策以降の新規

導入,ま た,貧 農層(To-c)の



導入 とい う外延的拡大の傾向がみ ら

れ るこ とであ る.

いずれに して も,こ の 集落 の 場

合,椎 茸栽培が まず製炭 の代替 とし

て60年 以降全層的に取 り入れ られ,

70年 代 には い るとこれに米作 の減反

政策 の影響が加わ って,さ らに栽培

は拡大的 に展 開してい る.

(2)生 産 規模 と集約度

まず生産規模 を椎茸生産量 の推移

(図 一4)で み る と,55年117.3kg

(100),60年136.8kg(117)65年

176.6kg(151),70年317.Okg(270)

の如 くな ってお り,65年 か ら70年

に かけての伸び 率(1.8倍)が もっ

とも高い.ま た階層別にはTo-b,

Ya-b,Ya-bの 各 層の 伸びが 著 し

い.し か しTo-aは 低 位 で伸び てい

るものの,Yo-cは 低 位かつ停滞的

であ る.
図一4椎 茸生産量の推移

図一5種 駒使用量の推移 図一6種 駒の単位当り打込み個数



図一7滑 付 率(1968～1970年 の平 均)

この生産量 の増加傾向 に対応 して

最近3力 年 の種駒 使用量 も次第 に増

加 してきてお り,1戸 当 り平均68年

37.1千 箇,69年46.3千 箇,70年

52.8千 箇 とな ってい る.こ の増加は

全層的 な傾向であ るが,と くにYa-

a,Ya-bの 伸 びが顕著であ る(図 一

5).こ の種駒使 用量 を単位 当 り一槽

木1本 当 り一種駒打 ち込み量でみ る

と(図 一6),先 の種駒使用量で伸び

率 の顕著 なYa-a,Ya-bが 同 様に,

単 位 当 り打 ち込み数 も多 くな って い

る.平 均的 には55年12.9箇(100),

65年20.8箇(161),70年25.9箇

(201)で,70年 は55年 に 対比 して

2倍 の打ち込み量を示 し,最 近の多

量打 ち込み の傾向が確認 され る.

また楕付率をみ ると(図 一7),好

成 績のYa-bで も70。7%と 低 位に

あ り,そ の上生産規模の比較的大 き

いTo-b,Ya-aが さ らに低位であ

るのが注 目され る.こ れは先進地域

の楕 付率に 対比 して 相 当低 率 であ

る.

(3)椎 茸生産と労働

椎茸生産労働は,そ の生産過程において,特 殊な技術を必要とする関係上,自 家労働が

主体である.ま た,原 木の伐採,玉 切,種 駒の接種,伏 せ込み,楕 起し,椎 茸の採取,乾

燥などの諸作業は適期作業が必要で,季 節性が強 く,年 間を通じて平均的な労働の消化が

出来に くい.

表一14椎 茸の労働日数と労働生産性

注)労 働生産性は労働1日 当りの乾椎茸生産量の物量表示である,



表一15乾 椎 茸 栽 培 の 労 働 配 分

伐 採

玉 切

接 種

伏 せ 込 み

ホ ダ 起 し

採 取

乾 燥

管 理

注)To-12の 栽 培規 模 は13.5m3の 原 木 仕 込 量 で あ る.

Ya-12の 栽 培 規 模 は50.1m3の 原木 仕込 量 で あ る.

このような自家労働を主体とする椎茸生産も,そ の生産過程において若干の雇用労働に

よる補充がみられるが,こ の割合は,平 均的にみた場合12%程 度である.作 業種は伐採

と玉切 り,集 材及椎茸の採取作業が主なものである.

椎茸生産労働の自家総労働 日数に占める割合はYa-a,Ya-bの35.0%を 最高に,To-c

が5.7%で 最低になっていて,階 層間で大きな差異がみられ る(表 一14).し かし,椎 茸

生産を主幹作目とする階層は,総 労働量の3分 の1程 度をこの椎茸に投入していることが

わかる.ま た 必然的 にこの 層の 椎茸生産 における労働生産性は高 くなっている.殊 に

Ya-bの 単位当り3.39kgの 高生産量は注目され る.こ の原因は 表一15の 乾椎茸栽培の

図一8禍 場 の 集 約 度



労働配分表から明らかになる.す なわちYa-12はTo-12に 対比して伐採,玉 切,接 種,

伏せ込み,採 取乾燥などの諸作業で省力化 されている.こ れは機械の導入による労働生産

性の向上の結果である.こ うして近年は椎茸の作業種別労働配分が大きく変化,変 質 しつ

図一9原 木調達先別仕込量

つある4).

また労働生産性の向上を図 るためには,

楕場 の集中化が要請され るが,こ の点につ

いて図一8を みると,YaがToに 比較 し

て集約的である.こ の特長は立地条件のよ

り劣悪なYaの 方が楕場を集中し,能 率的

な栽培をおこな っていることである.

(4)椎 茸生産用機械及び施設の普及率

椎茸生産用機械及び施設の普及率は(表
一16) ,乾 燥施設(93.9%)が 最高であり,

ついで刈払機(81.8%)で あるが,こ の刈

払機の普及率が高いのはこの地域の立地条

件の良さに関係している.ま たこのほかチ

エンソー,集 材機,電 気 ドリルなどの普及

率も先進地域に匹敵している.

(5)原 木の調達状況と原木林の造成

70年 の原木調達状況 は 図一9の とお り

である.約6割 が自己保有林から供給され

残 りは一応購入原木 となっているが,し か

し実質はその大半 を 占めるYa-a,Ya-b

が椎茸生産農家の持株共有林からの低価格

な購入原木である.そ れでも生産規模の比

較的大きいTo-b,Ya-aの 自給率が低い

のは原木不足の結果であ り注 目される.

こうした原木不足の状況に対して,近 年

表一16椎 茸生産用機械および施設の普及度

4)吉 良今朝芳:近 代化 した椎茸栽培事業 「昭和46年 度林業構造改善事業事例集」全国林業構造改

善協議会P.230～235,1972年.



は,拡 大原野造林が一段 と盛んになっている.こ れは令級配置によって明 らかになる.す

なわち1～5年 生(38%)が もっとも面積的に広 く,つ いで6～10年 生(37%),11年 生

以上(25%)の 順である.

(6)生 産資金の状況

生産資金の投入状況は 表一17の とお りである.乾 燥施設への投入額は約2分 の1に と

どまり,チ ェンソーや電気 ドリルなどの機械器具の導入が積極的で過半を占めていて,近

代化への動きがみ られる.し かし,こ の資金の調達状況をみると4分 の1以 上が借入金で

まかなわれていて,経 営への負担が増大している.

表一17生 産 資 金 の 状 況

表一18椎 茸農家の階層別経営診断指標

経営規

模の指

標など

経営成
果の指
標

椎 茸 粗 収 入(千 円)

資 本 投 下 額(千 円)

固 定 資 本(千 円)

流 動 資 本(千 円)

原 木 量(ha)

原 木 仕 込 量(m3)

椎 茸収穫 量(kg)

椎 茸 部 門 経 営 費(千 円)

1戸 当 り家 族 労 働 所 得(千 円)

1人 当 り家 族 労 働所 得(円)

経営能率
の指
標

1m3当 り 椎 茸収穫 量(kg)

1m3当 り 種 駒 使 用 量(ケ)

1m3当 り 資 本 投 下 額(円)

経営構
成の指
標

総労働に対する椎茸労働の割合(%)

総収入に対する椎茸収入の割合(%)

原 木 自 給 率(%)



4)椎 茸生産部門における経営分析

表一18は 以上の実態調査の結果を経営診断の標準比較法の基本指標をもとに 階層間比

較が可能な指標にとりまとめたものである.

まず,経 営成果の指標をみると,1戸 当り家族労働所得で,階 層別に大きな差異がみ ら

れる.ま た1人 当り家族労働所得額についてみると,To-cの 農林業か ら離脱しつつある

農家は別にしても残 りの農家の間にも大きな格差が生 じてきている.こ のことは 重要 で

ある.

この原因は,つ ぎの経営規模の指標と経営能率の指標とで解明できる.す なわち経営規

模を ①資本投下額 ②原木量,③ 原木仕込量,④ 椎茸生産量,⑤ 労働投下量などの諸指

標から分析すると,資 本回転率の高いYa-bが 労働所得額も大きく,逆 の場合は小さくな

っている.換 言すれば資本の効率性の如何が労働所得に大きな影響を与えているといえよ

う.

図一一10椎 茸の生産規模と労働生産性

また,経 営規模と労働生産性の関連をみると一般的には,生 産規模が小か ら大きくなる

に従って次第に労働生産性は上昇するが,一 定規模に達すると,こ んどは逆 くに低下する

とい う傾向が認められる.こ のことから家族経営的な椎茸生産では 「適正な規模」が存在

するといえよう.と ころが,直 入町においては,図 一10に 示す とお り,生 産規模 と労働生

産性の間には,一 次式の相関関係が認められる.

つぎに経営能率の指標をみると,椎 茸の粗収益は約6割 弱であ り,1m3当 りの粗収益

は平均が2万 円となっているものの,階 層間の格差はいずれも大きい.こ れは経営費率,

単位当り経営費,単 位当り労働投下量に影響している.と くに単位当り種駒使用量をみる

と,多 量の投入が多収穫 に必ずしも結果せず,か つ経営成果の点でも期待できない.ま た

労働投下量についてもこのことがいえる.今 後は経営能率の諸指標を十分に検討した上で

の投入が必要となろ う.



5.む す び

以上,旧 製炭地帯における椎茸生産の展開を,大 野木炭の産地であ った直入町の分析を

通してみたが,そ の結論 としてつぎのことがいえるであろう.

(1)大 野木炭の主産地 として長い歴史をもち,生 産のピーク時には1,142ト ンにのぼ

る木炭を生産していた直入町も,1970年 にはわずか2ト ンに激減して製炭は潰滅 したとい

っても過言ではない.し かし製炭の衰退によって,椎 茸生産が新しく導入され,生 産は順

調に拡大されつつあ り,ク ヌギの薪炭林はその樹種の特性が生かされ,椎 茸原木林 として

有効に利用されてきている.こ のため近年は原木が不足し,新 たに クヌギの造林が積極的

にすすめ られている.

(2)農 家のほとんどは椎茸を商品作物 として取 り入れているが,し かし農家の約7割

は零細な規模で,さ らにその2分 の1が 貧農家,プP化 しつつある.

(3)1戸 当 りの経営規模指標でみると,生 産量(138.3kg),仕 込量(11.2m3),楕

木保有量(50.5m3),種 駒使用量(29,800ケ)で,い ずれ も大分県平均を下廻 っている

が,乾 燥機を含む近代化施設の普及度は高 く,単 位当り生産量も多 くなっている.し かし

生産資金の2分 の1は 借入金で賄われ,経 営への負担が増大している.

(4)以 上のことから直入町は山地的な推茸生産成熟途上地域の典型的な町村のひとつ

といえよう.
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      The Development of the SHIITAKE Production in the 
               Old Charcoal Production Area 

                     Kesayoshi KIRA 

 Résumé 

   In view of the fact that the production of SHIITAKE [Lentinus edodes (BERK.) 

SING) is getting popularized and an increased production is anticipated all over 

Japan, some concerns are expressed with regard to the demand and supply 

situation in the future. The authors conducted a survey of the SHIITAKE 

production management to Naoiri, Oita Prefecture. 

   The outline of the discussion about SHIITAKE production management is as 

follows; 

   (1) Since 1965 the town production of SHIITAKE has been started as the 
substitution of charcoal production. 

   (2) The 93.6 per cent of farmhouses are working at the production of 
SHIITAKE, but the scale of the management is much different from farm-house 

to farmhouse. 

   (3) The magnified scale of SHIITAKE production, by farmhouses (stratum a 
and b) where farmers mostly earn their money from agriculture, is positive but 

by farm-house (stratum c) where farmers earn their small part of money from 

agriculture is stagnant. 

   The following improvement points; 

   (1) Improvement of production technique centering upon the stabilization 

   (2) Improvement of SHIITAKE mother trees 

   (3) Pursuit of economy and productivity 

   (4) Improvement of the marketing set-up and stabilization of prices 
   For an early settlement of these problems, it was urged that strong measure 

was enforced by the administrators authorized as wellas by the producers, and 

then the stabilization of the SHIITAKE producing farmers' economy would be 

realized.


